
令和６年度 第４回 海老名市環境審議会 次第 

 

日時：令和７年２月 19 日（水）10 時 00 分   

場所：702 会議室 

 

 

１ 開会 

 

２ 市長あいさつ 

 

３ 会長あいさつ 

 

４ 議事 

 

（１）［諮問事項］環境基本計画等見直しについて （資料１） 

 

（２）［報告事項］えびな環境白書２０２４の発行について （資料２） 

 

（３）［報告事項］海老名市廃棄物の減量化、資源化、適正処理等に 

関する規則の改正について （資料３） 

 

（４）［報告事項］海老名市土地の埋立て等の規制に関する条例等の廃止について 

 （資料４） 

 

５ その他 

 

６ 閉会 



























 











 

 

 

 

えびな環境白書２０２４の発行について 

 

「えびな環境白書２０２４」は、海老名環境マネジメントシステムの運用状況や

同システムに基づく環境評価の実施結果、市内の公害に関する状況など、令和４年

度における当市の環境に関する施策・事業の実績と環境関連のデータを以下のよう

な構成で取りまとめたものです。 

庁内及び関係機関へ配布するほか、ホームページ等により公開します。 

 

＜えびな環境白書２０２４の構成 ※主な内容は別紙参照＞ 

Ⅰ 環境関連計画  

１．海老名市第三次環境基本計画 

２．海老名市地球温暖化対策実行計画 

３．海老名市ゼロカーボンシティ宣言 

 ４．ゼロカーボンシティ実現に向けた基礎調査 

 

Ⅱ 海老名環境マネジメントシステムの概要と運用状況 

１．海老名環境マネジメントシステムとは 

２．環境基本計画の推進 

３．地球温暖化対策実行計画の推進 

４．環境法令等の順守 

５．職員への研修 

 

Ⅲ 海老名の公害に関する報告 

１．環境行政の変遷 

２．公害に関する届出状況 

３．公害・環境に関する市民相談状況 

４．公害・環境に関する調査測定 

   

資料編 

 令和６年度（令和５年度対象）海老名環境マネジメントシステム環境評価 

 事業別調書 

報告事項 

資料②





環境白書２０２４の概要 

 

環境白書２０２４では、主に令和５年度における当市の環境に関する施策・事業の実

績と環境関連データを掲載しており、特記すべき内容は以下のとおりです。 

 

１ 環境関連計画 

 

・海老名市第三次環境基本計画（Ｐ．２） 

・海老名市地球温暖化対策実行計画（Ｐ．６） 

・海老名市ゼロカーボンシティ宣言（Ｐ．７） 

・ゼロカーボンシティ実現に向けた基礎調査（Ｐ．８） 

  ※温室効果ガス排出量実質ゼロの実現を目指し、その第一歩として基礎調査を行

い、温室効果ガス排出量の現状と将来推計等、具体的な施策の提案を行いまし

た。 

 

【調査結果の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 



 

２  海老名環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の概要と運用状況 

 

（１）環境評価〔環境基本計画の推進〕（Ｐ．１１） 

○担当部課、内部、外部による３段階の環境評価を実施 

外部環境評価では、環境基本計画に位置付けられた９つの施策の方針に係る取組

みを対象に評価 

⇒９つ中８つの取組みについて、「概ね計画どおりの環境配慮がされている」以上

の評価がされました。 

 

（２）省エネルギー化の推進（公共施設等のエネルギー使用量（CO2 排出量）） 

○市公共施設、公用車の使用等の CO２排出量の削減（Ｐ．１４） 

目標： -20.3％ ➡ 実績： 〔未達成〕-12.5％ 

⇒令和４年度にコロナワクチン接種会場として利用し、一部利用を制限していた施設

がありましたが、令和５年度に制限が緩和され、従来の利用に戻る傾向がみられまし

た。夏季の平均気温が昨年度より高く、熱中症予防としてエアコンの使用頻度が増加

したことにより、エネルギー使用量の増加が見られました。その中でも施設照明の

LED 化や空調設備の更新によるエネルギーの効率化により使用量が減少した施設もあ

りました。 

 

（３）ごみゼロ運動の推進（公共施設におけるリサイクル率及びごみの排出量） 

○本庁舎等の主要公共施設から排出されるごみのリサイクルの徹底（Ｐ．１６） 

目標： 97.5％ ➡ 実績：〔達成〕８施設中６施設 

  ⇒令和５年度は、８施設中６施設で目標とするリサイクル率を達成しました。未

達成の２施設については、目標達成に向けたさらなる取組みが望まれます。 

 

（４）環境法令等の監査〔環境法令等の順守〕 

○内部環境監査委員及び外部有資格者による２回の監査を実施（Ｐ．１７、１８） 

⇒２件の不適合事項が指摘され、是正を行いました。 



海老名市廃棄物の減量化・資源化・適正処理等 

に関する規則の一部改正について（報告） 

 

 

令和６年度中に標記規則の改正を行ったため、以下のとおり報告します。 

 

１ 主な改正内容 

№ 内容 詳細 

(1) 指定収集袋のばら

売りを可能に 

市民の利便性向上のため、販売条件を緩和し、１

枚から購入可能に変更。（対応可能店舗のみ） 

(2) 指定収集袋減免対

象者への配付枚数

の変更 

有料化導入後、一人一日あたりの燃やせるごみ量

が毎年減少しており、世帯人数が増えても単純比

例でごみ量が増加しない傾向にあるため、適正な

配布枚数へ変更。 

参考：一人一日あたりの燃やせるごみ量  

有料化導入前 406g/日 

令和５年度実績 325g/日 

(3) 様式の押印廃止 国作成の「地方公共団体における押印見直しのマ

ニュアル」に基づき、一般廃棄物収集運搬業許可

申請書類の押印欄を削除。 

(4) 集積所設置基準の

変更 

利用者間における集積所の維持管理のしやすさ

や、収集業務の効率を考慮し、集積所設置基準を

変更。 

２ 改正文及び新旧対照表 

  別紙のとおり

資料③





海老名市廃棄物の減量化、資源化、適正処理等に関する規則の一部を改 

正する規則 

 

海老名市廃棄物の減量化、資源化、適正処理等に関する規則（平成５年規則第９号 

）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条第１項中「き損し」を「毀損し」に改める。 

 第１８条第１項第３号後段を削る。 

第１９条の見出し中「申請」を「申請等」に改め、同条第４項中「指定収集袋の交

付をもって行うこととし、世帯人数１人当たり１年度につき１０リットル袋１１０枚

に相当する量とする」を「別表第２に定める世帯人数の区分に応じ、それぞれ同表に

定める燃やせるごみ及び燃やせないごみの容量に相当する量の指定収集袋の交付をも

って行うものとする」に改める。 

 第２２条を次のように改める。 

（集積所の設置等） 

第２２条 占有者等は、地域の状況に鑑み清潔の保持に困難が生じない範囲として、 

４戸以上の敷地を含む一団の区域において、集積所を設置するものとする。ただし、 

市長が特に認めた場合は、この限りでない。 

２ 集積所における占有者等を代表する者（以下「代表者」という。）は、集積所を

設置し、又は変更しようとする場合は、当該集積所を利用する者（以下「利用者」

という。）を集積所設置（変更）申込書（第２６号様式）に記載し、市長に申し込

むものとする。 

 別表を別表第１とし、同表の次に次の１表を加える。 

別表第２（第１９条関係） 

処理手数料の免除額に相当する指定収集袋の容量 

世帯人数 容量（燃やせるごみ） 容量（燃やせないごみ） 



１人 容量600リットル相当 容量25リットル相当 

２人又は３人 容量1,200リットル相当 容量50リットル相当 

４人以上 容量2,400リットル相当 容量100リットル相当 

 第１号様式から第５号様式までの様式中「㊞」を削る。 

 第６号様式及び第７号様式を次のように改める。 

  

  



第６号様式（第６条関係）

海老名市指令　　　　　号

住　所

氏　名

海老名市長　　　　　　　　　　　　　　　印

(教　示）

年　　　　月　　　　日

営 業 許 可 期 間

条 件

営業所の所在地及び名称

一般廃棄物処理業許可証(収集・運搬）

取 扱 廃 棄 物 の 種 類

収 集 ・ 運 搬 の 別

営 業 の 区 域

　　　　　　　　年　　　月　　　日に申請のあった一般廃棄物処理業については、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律第７条第１項の規定により、次のとおり許可する。



（裏）

申　請 許　可
年月日 年月日

許可印事　　　項 変　更　内　容

事　　　項 変　　更　　内　　容

事

業

範

囲

の

変

更

記

録

氏

名

・

代

表

者

・

事

務

所

の

所

在

地

等

の

変

更

変更年月日



第７号様式（第６条関係）

海老名市指令　　　　　号

住　所

氏　名

海老名市長　　　　　　　　　　　　　　印

(教　示）

一般廃棄物処理業許可証(処分業）

取 扱 廃 棄 物 の 種 類

営業所の所在地及び名称

営 業 許 可 期 間

営 業 の 区 域

条 件

処 分 の 方 法

年　　　　月　　　　日

　　　　　　　年　　　月　　　日に申請のあった一般廃棄物処理業については、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律第７条第６項の規定により、次のとおり許可する。



（裏）

申　請 許　可
年月日 年月日

変更年月日 事　　項 変　　更　　内　　容

事　項 許可印変　更　内　容

事

業

範

囲

の

変

更

記

録

氏

名

・

代

表

者

・

事

務

所

の

所

在

地

等

の

変

更



 第９号様式中「㊞」を削り、「き損・」を「毀損・」に、「き損し」を「毀損し」

に改める。 

 第１０号様式から第１２号様式までの様式及び第１８号様式中「㊞」を削る。 

  

附 則 

この規則中、第１８条第１項第３号の改正規定は令和７年２月１日から、第１９条

第４項の改正規定、第２２条の改正規定及び別表を別表第１とし、同表の次に１表を

加える改正規定は同年４月１日から、その他の規定は公布の日から施行する。 





海老名市廃棄物の減量化、資源化、適正処理等に関する規則（平成５年規則第９号）新旧対照表                      （傍線の部分は、改正部分） 

新（改正案） 旧（現行） 

海老名市廃棄物の減量化、資源化、適正処理等に関する規則 

 

第１条～第６条（略） 

 

（許可証の再交付） 

第７条 許可業者は、許可証を亡失し、毀損し、又は汚損したときは、速やかに、そ

の旨を市長に届け出て、許可証の再交付を受けなければならない。 

２ 前項の規定により許可証の再交付を受けようとする者は、許可証再交付申請書（ 

第９号様式）を市長に提出しなければならない。 

 

第８条～第１７条（略） 

 

（手数料等の徴収方法） 

第１８条 条例第２７条の一般廃棄物の処理手数料、条例第２８条の産業廃棄物の処

分費用及び条例第２９条各号に掲げる手数料（以下これらを「手数料等」とい

う。）は、次の各号の定めるところにより徴収する。 

(１) 条例別表第１の事業系一般廃棄物の処理手数料、条例第２８条の産業廃棄物

の処分費用及び条例第２９条各号に掲げる手数料の徴収は、市長が別に定める

納入通知書により行う。 

(２) 条例別表第１のし尿（定額制）、し尿（従量制）及び汚水（家庭雑排水）の

処理手数料（以下「し尿等処理手数料」という。）の徴収は、市が収集するま

でに市長又は市長が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第

１項の規定により当該手数料の収納に関する事務を委託した者に納付し、当該

手数料を納付した者に対し、市長が別に定めるし尿等収集シールを交付するこ

とにより行う。 

(３) 条例別表第１の市が、指定収集袋により集積所等に搬出されたものを定期

（市長が地区ごとに定めた期日をいう。）に収集、運搬及び処分をするときの

処理手数料（以下「指定収集袋の処理手数料」という。）の徴収は、市が収集

するまでに市長又は市長が地方自治法第２４３条の２第１項の規定により当該

海老名市廃棄物の減量化、資源化、適正処理等に関する規則 

 

第１条～第６条（略） 

 

（許可証の再交付） 

第７条 許可業者は、許可証を亡失し、き損し、又は汚損したときは、速やかに、そ

の旨を市長に届け出て、許可証の再交付を受けなければならない。 

２ 前項の規定により許可証の再交付を受けようとする者は、許可証再交付申請書（ 

第９号様式）を市長に提出しなければならない。 

 

第８条～第１７条（略） 

 

（手数料等の徴収方法） 

第１８条 条例第２７条の一般廃棄物の処理手数料、条例第２８条の産業廃棄物の処

分費用及び条例第２９条各号に掲げる手数料（以下これらを「手数料等」とい

う。）は、次の各号の定めるところにより徴収する。 

(１) 条例別表第１の事業系一般廃棄物の処理手数料、条例第２８条の産業廃棄物

の処分費用及び条例第２９条各号に掲げる手数料の徴収は、市長が別に定める

納入通知書により行う。 

(２) 条例別表第１のし尿（定額制）、し尿（従量制）及び汚水（家庭雑排水）の

処理手数料（以下「し尿等処理手数料」という。）の徴収は、市が収集するま

でに市長又は市長が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第

１項の規定により当該手数料の収納に関する事務を委託した者に納付し、当該

手数料を納付した者に対し、市長が別に定めるし尿等収集シールを交付するこ

とにより行う。 

(３) 条例別表第１の市が、指定収集袋により集積所等に搬出されたものを定期

（市長が地区ごとに定めた期日をいう。）に収集、運搬及び処分をするときの

処理手数料（以下「指定収集袋の処理手数料」という。）の徴収は、市が収集

するまでに市長又は市長が地方自治法第２４３条の２第１項の規定により当該



手数料の収納に関する事務を委託した者に納付し、当該手数料を納付した者に

対し、指定収集袋を交付することにより行う。               

                      

(４) 条例別表第１の粗大ごみの処理手数料の徴収は、次に掲げるとおりとする。 

ア 市が、粗大ごみを収集、運搬及び処分するとき 市が収集するまでに市長又

は市長が地方自治法第２４３条の２第１項の規定により当該手数料の収納に関

する事務を委託した者に納付し、当該手数料を納付した者に対し、市長が別に

定める粗大ごみ収集シールを交付することにより行う。 

イ 排出者が、粗大ごみを市長の指定する場所に運搬し、市が処分するとき 排

出者が市長の指定する場所に運搬したときに行う。 

２ 手数料等の納付期限は、前項第１号については納入通知書に指定するところによ

り、同項第２号、第３号及び第４号アについては交付時、同項第４号イについては

運搬時とする。 

３ 第１項第２号のし尿等収集シール又は同項第４号アの粗大ごみ収集シールの交付

を受けた者は、市が収集するまでに次の各号の定めるところにより当該シールを表

示しなければならない。 

(１) し尿等収集シール くみ取り作業場所から見える位置に貼付する。 

(２) 粗大ごみ収集シール 市が収集する粗大ごみに貼付する。 

４ 前３項の規定にかかわらず、手数料及び費用の徴収について、市長が特に他の方

法によることが適当と認めるときは、その方法によることができる。 

（手数料の免除の申請等） 

第１９条 条例第２７条第２項の規則で定める事由は、次に掲げるものとする。この

場合において、第１号から第７号までの規定による免除は重複して行わない。 

(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定により生活保護を受けてい

る者が属する世帯が、指定収集袋の処理手数料及び粗大ごみの処理手数料を納

付するとき。 

(２) 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）の規定により児童扶養手当を

受けている者が属する世帯が、指定収集袋の処理手数料を納付するとき。 

(３) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に規

定する特別児童扶養手当を受けている者が属する世帯が、指定収集袋の処理手

数料を納付するとき。 

手数料の収納に関する事務を委託した者に納付し、当該手数料を納付した者に

対し、指定収集袋を交付することにより行う。この場合において、指定収集袋

の交付は、１０枚又は５枚を一組として行う。 

(４) 条例別表第１の粗大ごみの処理手数料の徴収は、次に掲げるとおりとする。 

ア 市が、粗大ごみを収集、運搬及び処分するとき 市が収集するまでに市長又

は市長が地方自治法第２４３条の２第１項の規定により当該手数料の収納に関

する事務を委託した者に納付し、当該手数料を納付した者に対し、市長が別に

定める粗大ごみ収集シールを交付することにより行う。 

イ 排出者が、粗大ごみを市長の指定する場所に運搬し、市が処分するとき 排

出者が市長の指定する場所に運搬したときに行う。 

２ 手数料等の納付期限は、前項第１号については納入通知書に指定するところによ

り、同項第２号、第３号及び第４号アについては交付時、同項第４号イについては

運搬時とする。 

３ 第１項第２号のし尿等収集シール又は同項第４号アの粗大ごみ収集シールの交付

を受けた者は、市が収集するまでに次の各号の定めるところにより当該シールを表

示しなければならない。 

(１) し尿等収集シール くみ取り作業場所から見える位置に貼付する。 

(２) 粗大ごみ収集シール 市が収集する粗大ごみに貼付する。 

４ 前３項の規定にかかわらず、手数料及び費用の徴収について、市長が特に他の方

法によることが適当と認めるときは、その方法によることができる。 

（手数料の免除の申請 ） 

第１９条 条例第２７条第２項の規則で定める事由は、次に掲げるものとする。この

場合において、第１号から第７号までの規定による免除は重複して行わない。 

(１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定により生活保護を受けてい

る者が属する世帯が、指定収集袋の処理手数料及び粗大ごみの処理手数料を納

付するとき。 

(２) 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）の規定により児童扶養手当を

受けている者が属する世帯が、指定収集袋の処理手数料を納付するとき。 

(３) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に規

定する特別児童扶養手当を受けている者が属する世帯が、指定収集袋の処理手

数料を納付するとき。 



(４) 海老名市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例（平成３年条例第３４

号）に規定する医療費助成を受けている者が属する世帯が、指定収集袋の処理

手数料を納付するとき。 

(５) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項に規定する

身体障害者手帳の交付を受け、障害の程度が１級又は２級と記載されている者

が属し、かつ、市町村民税の非課税世帯が、指定収集袋の処理手数料を納付す

るとき。 

(６) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第２項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、障害の程度が

１級と記載されている者が属し、かつ、市町村民税の非課税世帯が、指定収集

袋の処理手数料を納付するとき。 

(７) 神奈川県療育手帳制度実施要綱（昭和４９年２月１日適用）に規定する療育

手帳の交付を受け、障害の程度がA１又はA２と記載されている者が属し、か

つ、市町村民税の非課税世帯が、指定収集袋の処理手数料を納付するとき。 

(８) 災害等により損害を受けた者が、その災害により発生した条例別表第１に定

める一般廃棄物の処理手数料を納付するとき。 

(９) その他市長が特に必要と認めるとき。 

２ 条例第２７条第２項の規定により手数料の免除を受けようとする者は、一般廃棄

物処理手数料免除申請書（第２３号様式）を市長に提出しなければならない。ただ

し、前項第１号（指定収集袋の処理手数料に限る。）及び第２号から第８号までの

規定の適用を受ける場合には、この限りでない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、一般廃棄物

処理手数料免除決定通知書（第２４号様式）により、当該申請を行った者に通知す

るものとする。 

４ 第１項第１号から第７号までの規定による指定収集袋の処理手数料の免除は、免 

除事由に該当する者が属する世帯に対し、別表第２に定める世帯人数の区分に応じ、 

それぞれ同表に定める燃やせるごみ及び燃やせないごみの容量に相当する量の指定

収集袋の交付をもって行うものとする。 

５ 前項の規定において、年度の途中に第１項第１号から第７号までのいずれかに該

当した場合については、該当した日の属する月から当該月の属する年度末までの月

数を１２で除して得た値に前項に規定する指定収集袋の枚数を乗じて得た数（端数

(４) 海老名市ひとり親家庭等の医療費助成に関する条例（平成３年条例第３４

号）に規定する医療費助成を受けている者が属する世帯が、指定収集袋の処理

手数料を納付するとき。 

(５) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項に規定する

身体障害者手帳の交付を受け、障害の程度が１級又は２級と記載されている者

が属し、かつ、市町村民税の非課税世帯が、指定収集袋の処理手数料を納付す

るとき。 

(６) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第２項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、障害の程度が

１級と記載されている者が属し、かつ、市町村民税の非課税世帯が、指定収集

袋の処理手数料を納付するとき。 

(７) 神奈川県療育手帳制度実施要綱（昭和４９年２月１日適用）に規定する療育

手帳の交付を受け、障害の程度がA１又はA２と記載されている者が属し、か

つ、市町村民税の非課税世帯が、指定収集袋の処理手数料を納付するとき。 

(８) 災害等により損害を受けた者が、その災害により発生した条例別表第１に定

める一般廃棄物の処理手数料を納付するとき。 

(９) その他市長が特に必要と認めるとき。 

２ 条例第２７条第２項の規定により手数料の免除を受けようとする者は、一般廃棄

物処理手数料免除申請書（第２３号様式）を市長に提出しなければならない。ただ

し、前項第１号（指定収集袋の処理手数料に限る。）及び第２号から第８号までの

規定の適用を受ける場合には、この限りでない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、一般廃棄物

処理手数料免除決定通知書（第２４号様式）により、当該申請を行った者に通知す

るものとする。 

４ 第１項第１号から第７号までの規定による指定収集袋の処理手数料の免除は、免 

除事由に該当する者が属する世帯に対し、指定収集袋の交付をもって行うこととし、

世帯人数１人当たり１年度につき１０リットル袋１１０枚に相当する量とする   

                 。 

５ 前項の規定において、年度の途中に第１項第１号から第７号までのいずれかに該

当した場合については、該当した日の属する月から当該月の属する年度末までの月

数を１２で除して得た値に前項に規定する指定収集袋の枚数を乗じて得た数（端数



があるときは、端数を切り上げた数）に相当する量の指定収集袋を交付することと

する。 

（集積所の設置等） 

第２２条 占有者等は、地域の状況に鑑み清潔の保持に困難が生じない範囲として、

４戸以上の敷地を含む一団の区域において、集積所を設置するものとする。ただ

し、市長が特に認めた場合は、この限りでない。 

２ 集積所における占有者等を代表する者（以下「代表者」という。）は、集積所を

設置し、又は変更しようとする場合は、当該集積所を利用する者（以下「利用者」

という。）を集積所設置（変更）申込書（第２６号様式）に記載し、市長に申し込

むものとする。 

 

第２２条の２～第２４条（略） 

 

附則（略） 

 

別表第１（第11条の３関係） 

 指定収集袋の処理手数料の額 

┌────────┬─────────┬───────┐ 

│指定収集袋の種類│容量        │処理手数料の額│ 

├────────┼─────────┼───────┤ 

│５リットル袋  │容量５リットル相当│１袋当たり10円│ 

├────────┼─────────┼───────┤ 

│10リットル袋  │容量10リットル相当│１袋当たり20円│ 

├────────┼─────────┼───────┤ 

│20リットル袋  │容量20リットル相当│１袋当たり40円│ 

├────────┼─────────┼───────┤ 

│40リットル袋  │容量40リットル相当│１袋当たり80円│ 

└────────┴─────────┴───────┘ 

別表第２（第１９条関係） 

処理手数料の免除額に相当する指定収集袋の容量  

┌──────┬───────────┬───────────┐ 

があるときは、端数を切り上げた数）に相当する量の指定収集袋を交付することと

する。 

（集積所の設置） 

第２２条 占有者等は、集積所を設置し、又は変更しようとする場合は、地域の状況

に鑑みおおむね２０戸以上を一区域として、集積所の代表者（以下「代表者」とい

う。）及び当該集積所を利用する者（以下「利用者」という。）を集積所設置（変

更）申込書（第２６号様式）に記載し、市長に申し込むものとする。ただし、市長

が特に認めた場合は、この限りでない。 

 

 

 

第２２条の２～第２４条（略） 

 

附則（略） 

 

別表  （第11条の３関係） 

 指定収集袋の処理手数料の額 

┌────────┬─────────┬───────┐ 

│指定収集袋の種類│容量        │処理手数料の額│ 

├────────┼─────────┼───────┤ 

│５リットル袋  │容量５リットル相当│１袋当たり10円│ 

├────────┼─────────┼───────┤ 

│10リットル袋  │容量10リットル相当│１袋当たり20円│ 

├────────┼─────────┼───────┤ 

│20リットル袋  │容量20リットル相当│１袋当たり40円│ 

├────────┼─────────┼───────┤ 

│40リットル袋  │容量40リットル相当│１袋当たり80円│ 

└────────┴─────────┴───────┘ 

 

 

 



│世帯人数  │容量（燃やせるごみ） │容量（燃やせないごみ）│ 

├──────┼───────────┼───────────┤ 

│１人    │容量600リットル相当  │容量25リットル相当  │ 

├──────┼───────────┼───────────┤ 

│２人又は３人│容量1,200リットル相当 │容量50リットル相当  │ 

├──────┼───────────┼───────────┤ 

│４人以上  │容量2,400リットル相当 │容量100リットル相当  │ 

└──────┴───────────┴───────────┘ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 
 

 



 

 

 

 

 

 
 

 



 

 
 

 
 

 



 

 
 

 

 
 



 

 
 

 

 
 



 

 
（裏）略 

 

 
（裏）略 



 

 
（裏）略 

 

 

（裏）略 



 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 
 



 

 
 

 

 
 



 

 
 

 

 
 



 

 
 

 

 
 

 



附 則 

  この規則中、第１８条第１項第３号の改正規定は令和７年２月１日から、第１９条第４項の改正規定、第２２条の改正規定及び別表を別表第１とし、同表の次に１表を加える

改正規定は同年４月１日から、その他の規定は公布の日から施行する。 

 

 







 

海老名市土地の埋立て等の規制に関する条例等の廃止について 

 

１ 概要 

 令和３年７月、熱海市において大雨による大規模

な土石流が発生した事故を受け、全国的に盛土・切土

の規制を求める声が高まり、令和５年５月に盛土規

制法（宅地造成および特定盛土等規制法）が施行され

た。 

これに伴って、神奈川県が同法に基づく規制に関

する区域指定を行い、海老名市内における 500 ㎡以

上の土地の埋め立て等については、神奈川県の許可

が必要となる見込みとなった。 

県による区域指定が令和７年４月１日予定となったこ

とから、市条例と県条例の許可範囲が重複することになる

ため、当市条例の廃止を行う。 
 

２ 規制の概要 

 

３ 条例廃止予定日 

 令和７年４月１日（予定） 

 

４ スケジュール 

・令和 6年 10 月 22 日 最高経営会議 

・令和 6年 12 月    議会（第４回定例会） 

・令和 6年 12 月 2 日  廃止条例公布 

・令和 7年 4月 1日    廃止条例施行 

（海老名市全域） 

500 ㎡ 2,000 ㎡ 

市許可※ 県許可 

県許可 

現在 

R7.4.1 

以降 

（静岡県熱海市 死者 28名、住宅倒壊 96棟） 

資料④




